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強力に推進した。特に、「クリスタルバレー構想」では、すでに平

成７年より多気町（三重工場）で操業していたシャープの新規工

場を、亀山市に誘致することに成功した。亀山工場の誘致は、そ

の後の凸版印刷（平成 16 年）、日東電工（平成 16 年）などを地理

的に隣接する拠点形成の呼び水となり、関連産業の集積につなが

り、雇用をはじめ新たな経済効果がもたらされ、一定の成果を上

げてきた。 

我が国においては、一部の例外を除いては、研究開発機能は関

東などの「都市圏」、生産機能である量産工場は「地方」との棲み

分けであった。 

  一方、地域に多くの雇用をもたらす中小企業の振興には、資金

供給（金融政策）、財政・税制措置、情報提供・指導・研修体制、

技術開発支援などきめ細かい政策を実施することにより、一定の

成果を上げてきた。 

 

（（（（２２２２））））汎用品生産拠点汎用品生産拠点汎用品生産拠点汎用品生産拠点からのからのからのからの脱却脱却脱却脱却をををを目指目指目指目指してしてしてして    

①平成 13 年、低収益での稼動を余儀なくされてきた汎用品生産拠点

の海外移転やグローバル競争の激化を背景として、四日市コンビ

ナートの中心的役割を担ってきた三菱化学株式会社がエチレンセ

ンターを停止した。 

「産業のコメ」の一つと言われるエチレン生産の停止により、

四日市コンビナートの空洞化懸念が一気に強まった。三重県及び

四日市市は連携し、行政、有識者、民間企業などからなる検討会・

研究会を設置し、地域再生と活性化に向けた課題整理と対応策の

検討を実施した。そして、産業界のコミットメント、行政をはじ

めとする関係機関それぞれ独自の取組をパッケージとした「技術

集積活用型産業再生特区」構想を策定し、四日市コンビナートの

高付加価値素材産業への転換を図る取組を実施した。 

その後、四日市コンビナートに蓄積された副生水素、ＬＮＧ冷

熱、水素供給インフラや素材開発力の蓄積、自動車産業や電気・
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また、中小企業においても、独自の技術を持つにいたる発展ケー

スがある一方、大企業の下請けとなっているケースも多く、国際

分業の進展により、廃業を余儀なくされるものもある。 

 

③そのため、構造改革特区での取組などを踏まえ、産学官連携によ

る研究開発の促進、中小企業の課題解決支援、人材育成を一か所

で行う「場」として、「高度部材イノベーションセンター（ＡＭＩ

Ｃ）」を四日市市に設置した（平成 20 年）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これは、高度部材産業群の集積をベースとして、中小企業も巻

き込んで、地域に長く軸足を置く研究開発拠点の集積に向けた取

組であった。ＡＭＩＣを舞台とした県内外の大学・研究機関との

産学官連携を通じて、北勢地域に集積する素材・部材産業と後背

地に立地する加工組立産業の大企業量産拠点の連携を促進し、高

度部材の強みを活かした高付加価値製品を開発・量産する狙いも

込めていた。 

一方、平成 20 年 6月に閣議決定された「経済財政改革の基本方
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第第第第２２２２章章章章    戦略戦略戦略戦略のののの策定策定策定策定についてについてについてについて    

（（（（１１１１））））戦略策定戦略策定戦略策定戦略策定のののの目的目的目的目的    

①今後、三重県が何を成長産業と位置付け、何で雇用を生み出して

いくのかについて整理。 

②そのための強じんで多様な産業構造をどのような方向で構築して

いくのかについて整理。 

③地域の成長戦略（地域がけん引する日本経済の進むべき方向性）

についての仮説を提示。 

    

（（（（２２２２））））戦略戦略戦略戦略のののの策定手法策定手法策定手法策定手法    

 ①知事そして職員が、日本一現場に飛び込み、公私融合で働く（寝

ても覚めても考え抜き、動く）産業政策を展開。 

②企業の方々の「肌感覚」に近い、「使える」戦略。 

 ・県内外約５，０００社へのアンケート調査の実施 

 ・県内外１，０５２社訪問の実施 
  ※「肌感覚」：「現場」からのみ得られる企業経営の実態（経営者の感性など）。 

③戦略策定時から先行営業を行い、策定とともに具体的なプロジェ

クトなどの取組が動き出す戦略。 

④世界の流れを捉えた（世界的な視座にも立った）戦略。 
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第第第第４４４４章章章章    検討会議検討会議検討会議検討会議のののの議論議論議論議論    

第 1 回目の検討会議（11 月 18 日及び 12 月 10 日）での議論を踏ま

え、６つの分科会（「成長産業」「立地環境整備」「海外展開（外需振興）」

「中小企業」「内需振興[新しいサービス産業]」「ひとづくり」）を設置

し、昨年１１月から本年３月にかけて計２５回強にわたって集中的に

議論を実施。各分科会で取組方向の整理を行い、検討会議で、検討会

議委員及び各分科会主査で議論。（以下は、検討会議委員の指摘事項等

を踏まえた６つの分科会での整理である。 

    

（（（（１１１１）「）「）「）「成長産業成長産業成長産業成長産業」」」」    

・「２１世紀は化学（素材）の時代。その意味で、今後は産業の壁を

越えて融合し、イノベーションを創出していく時代」。 

・「アジア各国が追随できない研究開発を国内で推進し、新技術で新

産業を起こしていくべき。その際のキーワードは、新エネルギー、

環境、健康である」。 

・「家電、照明器具、住宅設備機器などをトータルで供給できるのは

日本メーカーのみであり、その強みを活かして街まるごとのエネ

ルギーソリューションを先行的に完成すべき」。 

・「顧客にエネルギーをどのように使ってもらえるかに着目し、社会

ニーズに対応するエネルギーソリューションに取り組むべき」。 

・「自動車はプラグインハイブリッド車、電気自動車などを経て最終

形といわれる燃料電池車（ＦＣＶ）へ２０～３０年かけてシフト

していくとみられる」。 

・「パラダイム変化につながるプロジェクトにも取り組むべき。例え

ば、再生可能エネルギーの将来比率などを踏まえ、力強い動きを

していくことも重要」。 

    ≪≪≪≪分科会分科会分科会分科会でのでのでのでの議論議論議論議論のののの方向性方向性方向性方向性≫≫≫≫    

①「高度部材」などの強みを活かして、「クリーンエネルギー」や「医

療・健康」などの成長分野（社会的問題解決型分野）の取組を検

討。 
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②特に、再生可能エネルギー導入を加速させる中で、環境・エネル

ギー関連産業の振興をはかるとともに、地域づくりにもつなげて

いく取組を推進。 

③その旗艦的な取組として、産業界と連携したプロジェクトを検討。

その際、国内だけに限らず海外の研究機関なども含め、グローバ

ルな産学官連携にも挑戦。 

④「高度部材」を基軸に、大企業と中小企業の新たな連携を促進し、

「高度部材」産業の進化を図る。 

⑤「四日市コンビナート」など、エネルギー・素材産業群と連携し

たパラダイム変化へのプロジェクトの構築を検討。 

    

（（（（２２２２））））「「「「立地環境整備立地環境整備立地環境整備立地環境整備」」」」    

・「新素材・新技術の分野において、今後、花開く企業を規模に関係

なく企業誘致していくべき」。 

・「国内では厳しい操業環境が予想されるが、次の景気上昇局面にお

ける工場立地拡大にも備えて、新たな企業誘致政策が必要」。 

・「今年から来年にかけて自動車産業は復調するものの、国内生産は

減少することが想定される。三重県としてもエネルギーの安定供

給を含めて、立地済企業をどう引き止めるかが課題」。 

・「円高進行などで日本立地のメリットが少なくなってきており、エ

レクトロニクス産業などでは、勢いのある東アジアの顧客との近

接立地を志向しつつある。立地済企業に対して新技術の研究開発

を促進するなどの取組が望まれる」。 

・「世界港湾で注目すべきは釜山港のハブ化であり、群馬県や栃木県

に立地する中小企業も新潟湾経由で釜山トランシップを利用して

輸出している。その意味で、港湾機能の日本海側へのシフトを十

分に認識していく必要がある」。 

・「シンガポールは、優秀な人材、企業、資金を世界中から誘致・吸

引している株式会社の様な国であり、参考とすべき」。 
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≪≪≪≪分科会分科会分科会分科会でのでのでのでの議論議論議論議論のののの方向性方向性方向性方向性≫≫≫≫    

①厳しい経済情勢の中でも県内投資を維持・拡大していくような新

しい仕組みを検討。 

②その際、大規模投資のみならず、中小規模の投資を促進していく

仕組みも検討。 

③成長エンジンとなる新たなバレー構想の推進も重要。 

④また、「ソーシャルファイナンス」などの仕組みも活用し、地域や

社会の貢献につながる企業の設備投資を促進していくことも必要。 

⑤国内のみならず海外の自治体や研究機関との連携を進め、国内外

からの県内への設備投資を促進。 

    

（（（（３３３３）「）「）「）「中小企業中小企業中小企業中小企業」」」」    

・「日本のものづくりは、モジュール化したビジネスでは国の全面的

なサポートを受けたアジア勢に勝てず、モジュール化しない『複

雑系』のビジネスに活路を見出すべきではないか。その際、複雑

系のビジネスでは中小企業との連携がポイントになる。」 

・「三重県は他県にないものを志向すべき。オンリーワン技術や製品

を追及していくことが必要。」 

・「自動車向けの樹脂コンパウンドなどは、複雑なレシピで簡単に真

似のできない素材。その裏には、成形で高度な技術を持つ中小企

業と、真似できないレシピを考案する大企業の連携がある。」 

・「『自律自尊』の考えが肝要。」 

・「雇用を意識した経営が求められる。３世代が喜びを分かち合いな

がら働く『トリプルジェネレーション』を実践し、雇用の維持と

技術伝承に取り組んでいる。」 

    ≪≪≪≪分科会分科会分科会分科会でのでのでのでの議論議論議論議論のののの方向性方向性方向性方向性≫≫≫≫    

①三重県ならではのオンリーワン型の技術を有する中小企業を育成

するため、世界に通用する高い基盤技術の開発を促進。そのため

の新しい仕組みを検討。 

②高度部材イノベーションセンターの成果・ネットワークや、出前
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商談会などを活用して、大企業と県内中小企業の技術連携などを

促進。 

③サービス産業と融合する統合請負型ビジネス（オペレーション・

フルサポート産業）などを三重から発出。 

④商工団体や金融機関など関係団体とタイアップし、時代のニーズ

に対応した連携で県内中小企業の取組を支援。 

⑤地域コミュニティの再生や、地域が抱える社会的問題の解決に寄

与する取組を促進。 

⑥徹底した現場ニーズの把握により、きめの細かい支援を実施 

 

（（（（４４４４）「）「）「）「内需振興内需振興内需振興内需振興（（（（新新新新しいしいしいしいサービスサービスサービスサービス産業産業産業産業、、、、観光観光観光観光のののの産業化産業化産業化産業化）」）」）」）」    

・「製造業と非製造業は産業の両輪となるべきものである。製造業は

重要であり、オンリーワン企業を強化していくべきだが、非製造

業では雇用の伸びが大きい面がある。」 

・「団塊の世代の都心回帰に伴い、田舎の食や観光などへの関心が高

まり、高齢者による都会と地域の『二地域居住』のトレンドを踏

まえた取組が肝要。」 

・「日本の人口がピークアウトし、今後、3,000 万人減少することを

視野に入れたビジネスモデルが必要。地方自治体では、定住人口

をできるだけ減らさない一方、交流人口や移動人口を増加させる

取組が重要。」 

・「世界に遅れをとらずにエコタウン・スマートタウンの方向に向け

た取組が求められる。三重県もそのようなまちづくりに注力すべ

き。」 

・「観光、酒・食、農業、エコ産業などを含む多様な産業群を視野に

入れ、『ロマネ・コンティ的産業』を掘り起こすべき。」 

・「食などで『入口』の異業種交流は盛んに行われているが、行政は

『出口＝売り』（三重県産品をパッケージ化して売るなど）に重点

をおくべき。」 

・「『女性＝ニュービジネス』も地域活性化、雇用創出を担う重要な
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要素。」 

・「地方で、祭りのように、時間・カネを使わせる仕組みをつくるべ

き。その際、地域の人々を巻き込み、連携・融合することで現場

の意識を楽しさへ変えていくことが継続のコツ。」 

・「観光客が来て終わりではなく、持続的な関係を大切にしていくべ

きであり、そのような取組が観光などの産業化につながる。」 

・「勤労者世帯では、可処分所得の減少傾向を背景に消費支出を切り

詰める一方、教育、医療、通信といった『サービス』の消費は増

加させている状況。」 

    ≪≪≪≪分科会分科会分科会分科会でのでのでのでの議論議論議論議論のののの方向性方向性方向性方向性≫≫≫≫    

①スマートライフなどの社会的問題解決市場の形成を検討。 

②「棚卸と再発見」、「ローカル・トゥ・ローカルの連携」、「グロー

カル」の視点から、地域発の新しい産業創出を検討。 

③その際、ＩＴを活用した顧客志向型サービス産業の展開を検討。 

④さらに、全国のキーパーソンとのネットワークの構築や、地域の

キーパーソンの育成などを通じた取組を展開。また、地域の人々

と強く連携・融合した取組を展開していくことが必要。 

⑤観光産業を裾野の広い産業と捉え、地域経済をけん引していく産

業の一つとして育成していくことが必要（観光の産業化）。 

⑥その際、不特定多数ではなく「特定少数」のリピートを狙った仕

掛けをつくっていくことが重要。 

    

（（（（５５５５）「）「）「）「海外展開海外展開海外展開海外展開」」」」    

・「アジア・ダイナミズムの中で、中国や韓国などアジアの中小企業

と技術力のある日本の中小企業（群）の連携を推進していくべき。」 

・「中小企業を上手く連携させて、アジアのサプライチェーンにはめ

込む戦略が必要。」 

・「中小企業の海外展開などでは、行政や金融機関など関係機関が連

携してサポートしていくべき。」 

・「日本での税負担の重さやエネルギー問題などを踏まえると、国内
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企業はこれまでの輸出中心から、需要が伸びる地域での一貫生産

（部品から組立まで）を行う方向にシフトしていくだろう。」 

・「アジア勢が台頭してきているが、使用する製造装置やインフラを

支える特殊ガスなどは日本製であり、日本企業が生産現場を支え

ているケースがある。」 

・「国内や欧米などのフリーマーケットに付加価値の高いスペシャリ

ティ製品を売り込む戦略と、アジア市場でのコモディティ製品の

成長を取り込む戦略の二本立ての戦略が求められる。」 

    ≪≪≪≪分科会分科会分科会分科会でのでのでのでの議論議論議論議論のののの方向性方向性方向性方向性≫≫≫≫    

①県内中小企業のアジアなど海外への事業展開を促進していくため

の仕組みを検討。 

②優れた技術を持つ中小企業の連携を促進し、アジアなど成長する

市場のサプライチェーンへ組み込む取組を実施。 

③中小企業の優れた技術等を顕彰し、国内外への効果的な情報発信

などにより、メイド・イン・三重の「見える化」を図り、ジャパ

ンブランドの創出につなげる。 

④県工業研究所において、中小企業の海外展開を技術面（例えば、

基準・認証取得の支援など）からサポートする仕組みを検討。 

⑤これまでの国際交流で得た資源を経済交流に積極的に活用。 

    

（（（（６６６６）「）「）「）「ひとづくりひとづくりひとづくりひとづくり」」」」    

・「企業はひとづくりがすべて。多くの人との縁・関係が重要であり、

多くの人の意見を聞き集約していく必要がある。」 

・「三重大学では大学院に地域イノベーション学研究科を開設し、プ

ロジェクトマネジメントとリサーチが出来る人材の育成を目指し

ている。」 

・「企業と大学との人材交流を積極的に行っていくべき。」 

・「規模の小さい企業では、社内のジョブ・ローテーションだけでは

人材育成が困難。大企業などとの人材交流などにより、技術を磨

き合うことも必要。」 
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・「能力や適応力に富んだ質の高い若者、やる気のある若者を地域の

中小企業へ導いていく取組を展開すべき。」 

    ≪≪≪≪分科会分科会分科会分科会でのでのでのでの議論議論議論議論のののの方向性方向性方向性方向性≫≫≫≫    

①「成長産業」などに対応した次代を担う研究人材の育成。 

②「ものづくり中小企業」の技術開発人材や技能人材などの育成。 

③雇用に結びつく人材育成や、中小企業の成長に必要な人材の確保

という視点から、新たな仕組みづくりを検討。 

    

（（（（７７７７））））先行営業先行営業先行営業先行営業によるによるによるによるプロジェクトプロジェクトプロジェクトプロジェクトのののの構築構築構築構築    

上記分科会での検討は、検討会議での検討方向などを踏まえ、より

具体的な方向性を検討していくことにあるが、三重県での分科会には

もうひとつの側面がある。それは、分科会のメンバーなどと共に、具

体的なプロジェクトや新しい仕組み（制度）を構築していくことであ

り、いわば戦略の先行営業でもある。 

例えば、成長産業分科会では、環境・エネルギー企業を中心に、三

重県を舞台とした「塩害対応型の新商品開発」や、素材企業とも連携

した「防災用フィルム基板型ソーラー発電蓄電システムの研究開発」、

電機メーカーを中心とした「住宅間直流化の実証プロジェクト」の構

築を、立地環境整備分科会では、「マイレージ制」などを含めた新し

い誘致制度の構築を、中小企業分科会では、「中小・小規模企業の振

興方針」の検討を、内需振興分科会では、三重にしかない歴史、食文

化、自然、ものづくりの技などの場所文化をパッケージ化した「観光

体感プロジェクト」の構築を、海外展開分科会では、県内企業の海外

展開を支援する「海外サポートデスク」の構築を、ひとづくり分科会

では、大学キャリアセンターや三重県中小企業団体中央会と連携した

「中小企業の人材確保事業」の構築を進めている。 
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の大学・研究機関との産学官連携を通じて、北勢地域に集積する素

材・部材産業と後背地に立地する加工組立産業の大企業量産拠点の

連携を促進し、高度部材の強みを活かした高付加価値製品を開発・

量産することを目指してきたが、継続的な実績の創出と成果の刈り

取りが待たれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】高度部材・素材技術における日本企業の強み 

ＤＲＡＭなどの半導体、液晶パネル、太陽電池、ＤＶＤプレーヤー、薄型テレビといった、これまで

の成長製品である主要なエレクトロニクス製品において、製品が市場に投入された当初は日本メー

カーが圧倒的なシェアを誇るが、その後韓国・台湾・中国などのアジア勢を中心とした海外メーカー

の猛追を受け、世界シェアを大きく落とすというパターンが続いている。直近では、今後成長が期待

できるリチウムイオン電池やＬＥＤでも、そのような兆候が現れ始めている。 

一方、これらのエレクトロニクス製品を支える部品・部材、製造装置、ものづくり基盤技術などの分

野では、日本メーカーが依然として高い競争力を有しているものが散見される。主として大企業が手

がける半導体・液晶材料、リチウムイオン電池材料、半導体用製造装置などが代表例であり、日本

企業の世界シェアを見ると、例えば半導体基板材料シリコンウエハは 68％（2008 年）、液晶パネル

用偏光板保護フィルムは 100％（同）、リチウムイオン電池正負極材は 78％（同）、半導体用露光装

置は 43％（2007 年）を占めている。また、半導体・液晶材料を幅広く展開するＪＳＲは、半導

体用 ArF フォトレジスト、同 ArF 液侵用トップコート、液晶パネル用配向膜、同感光性ス

ペーサーなど数多くの世界トップシェア製品を持つ。 

全体ではシェアを大幅に低下させた半導体の中でも、東芝のＮＡＮＤ型フラッシュメモリー（2008

年世界シェア 33％）やルネサス エレクトロニクスの車載用マイコン（2010 年世界シェア 44％）は高い

シェアを確保している。 

また、オンリーワン技術を有する中小企業の中には、世界の大手メーカーからの発注が舞い込む

事例もある。米アップルの携帯音楽プレーヤー「iPod」のステンレス製ボディー背面の鏡面仕上げを

支えたのは、新潟県燕市の中小企業の卓越した研磨技術であったことは有名な話である。 

しかし、最先端の薄型パネルである有機ＥＬを使用した薄型テレビでは、韓国のサムスン電子とＬ

Ｇ電子が 2012 年内に世界に先駆けて 55 インチの大型テレビを発売すると公表している。有機ＥＬ

の基礎技術や部材・素材技術では日本にも蓄積があるにもかかわらず、パネルの大型化とテレビへ

の応用について韓国勢が最初から先行していることは、これまでとは異なる展開であり、日本の産業

界にとってより深刻な問題である。 

また、これまで日本企業が優位に立っていた電子部材・素材分野でも、一部の製品で韓国や中

国メーカーに追い上げられていることには注意を要する。例えば、液晶パネル用カラーフィルタで

は、日本企業は 2000 年には 96％と圧倒的な世界シェアを有していたが、2008 年には 27％と急激

にシェアを低下させている。 

（注）日本企業の世界シェアは、経済産業省「主要先端製品・部材の売上高と世界シェア（2007 年および 2008 年）」から

引用した（ルネサス エレクトロニクスの車載用マイコンのみ同社ＨＰより引用）。 









37 

・世界市場においては、顧客・市場に近接立地する｢地産地消｣、競争

力のある原材料の入手利便性を考慮した｢原料立地｣、災害リスクに

備えたＢＣＰを考慮した｢代替機能の確保｣などの視点を織り込んだ

｢最適生産地｣を追求する必要性が高まっている。海外の先進企業や

我が国の一部企業はそのような動きを加速している。 

・そのような中、国内で求められる立地戦略は、従来の企業誘致（リ

ーディング産業の量産工場）を主軸とするものではなく、「研究開発」

やそれに伴う「量産試作」などの付加価値創出型施設（マザー工場

など）にフォーカスした誘致や、設備投資を促進する戦略が求めら

れる。その際、研究開発に必須である「研究者」などの専門人材の

誘致や、量産試作に必要とされる部品や加工を担う県内中小企業の

参画を促進していくような、企業誘致と融合一体化した取組が求め

られる。 

⑦高い社会性を有する企業の集積・操業維持を推進することが重要 

・経済性だけでなく環境、雇用(障がい者などの雇用も含め）、ワーク・

ライフ・バランスなど社会性にも十分な配慮を行う、志の高い企業

を集積することは、地域の中長期の持続可能性(サステナビリティ

ー)につながるとみられる。三重県においては、｢幸福実感日本一｣を

目指した県政展開を開始したところであり、環境や雇用に十分配慮

し地域社会の活性化に貢献する、良き企業市民たることを目指し実

践する企業を優先的に支援することがとりわけ重要であると考える。 

・企業アンケート調査によれば、最も重視している企業の社会的責任

としては、｢企業の存続・成長｣を挙げる企業が最も多く、｢顧客の満

足度の向上｣がこれに続いた。｢雇用の維持・拡大｣｢従業員の満足度・

士気の向上｣｢サプライヤーとの共存共栄｣｢本業を通じた日本の社会

課題解決｣｢本業を通じた海外の社会課題解決｣など従業員、サプライ

ヤー、社会課題解決に関わる取組は、いずれも極めて少なかった。

従業員やサプライヤーなど多様なステークホルダーへの十分な配慮

とともに、本業を通じた社会的問題解決・地域活性化の促進が求め

られる。 
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⑪企業の現場から上がる行政の課題 

・企業 1052 社訪問の考察によれば、補助金制度については、使途の制

限、事業計画の変更、年度内執行等の仕組みが企業側のタイミング

やスピードに合わず、柔軟性が求められる。民間企業からの提案を

取り入れた自由度の高い補助金制度をつくってはどうかとの意見も

ある。書類の作成など手続きが煩雑で労力の負担が大きいとの意見

もある。一方、補助金がバラマキになったり市場競争を歪めたりす

ると、かえって事業者の競争力を削ぐことにもなりかねないと危惧

する意見もある。自治体は補助金制度の立案より、不要な規制の見

直しなど環境整備に徹するべきとの意見もある。 

・施策の支援対象としては、ある一定の力量のあるミドルステージク

ラスの中小企業向けが中心となっており、ミドルステージ以下の中

小・小規模企業向けを望む声がある。事業の立ち上げ期の設備投資

よりも事業運営に伴う運転資金、入口の開発よりも出口の販売への

支援が必要との意見もある。工場は親会社の意向で撤退するリスク

があるため、本社機能を県内に誘致することが重要との指摘もある。 

・インフラ系への要望としては、四日市港の受け入れ製品の規制緩和、

港湾料・使用料の値下げ、周辺の慢性的な渋滞解消が必要との意見

がある。従来型電力の値上げは経営的に厳しいため、産業を守って

いくうえで再生可能エネルギーへの代替を進めるべきとの指摘もあ

る。 

・さらに、外部連携のサポートについては、行政の最も重要な役割は

産学官連携や企業間連携の推進であり、第三者的な視点で仲介・マ

ッチングを期待するとの意見がある。公設試験研究機関活用の課題

としては、「場所が遠い」、「利用料が高い」、「知名度が低い（ＰＲ不

足）」、「県と三重県産業支援センターとの役割分担がわかりにくい」

などの意見がある。公設試が開発した技術をオープンにすることを

望む声もある。 
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第第第第６６６６章章章章    今後今後今後今後のののの産業政策産業政策産業政策産業政策とととと目指目指目指目指すすすす姿姿姿姿    

（（（（１１１１））））今後今後今後今後のののの産業政策産業政策産業政策産業政策    

        前章において、戦略策定の背景を踏まえ、地域（現場）からみた産

業構造の変化（産業別付加価値構造・就業者構造の変化等）、代表的企

業の事業構造の考察、県内外 5,000 社アンケート調査による個別企業

の経営戦略の考察、企業 1,052 社訪問による現場の生の声の考察、検

討会議及び分科会による議論などから、今後取り組むべき１１の課題

を抽出した。 

  これらの課題を極めて簡略に要約し、今後、新しい産業政策に取り

組んでいく視点を示せば、以下の４点になろう。 

 

 ①「ものづくり」（製造業）と「サービス産業」（非製造業）を産業の

両輪と捉えて産業政策を展開していくことが重要であり、その際、

ものづくり企業とサービス業の補完関係を認識、意識的・積極的に

融合させていく必要があること 
※ものづくり企業による新商品が新たなサービス業の展開を可能としたり、生産性を向上

させたりする一方、サービス業がものづくりの間接部門を受け持ったり、顧客ニーズの

吸い上げに寄与する面がある。 

  

②付加価値率の向上を伴った付加価値額の維持・拡大にチャレンジす

べきであること。 

 

 ③イノベーションとマーケティングを融合・連携させ、消費者の需要

や潜在需要を喚起し、さらなる需要の喚起につなげていくことが必要

であること。 

 

 ④これらの取組のなかで、地域雇用の維持・創出を行い、賃金の維持・

向上につなげていき、地域の消費拡大、ひいては地域からのデフレ

脱却を図ることを目指すべきであること。 
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  今後は、この４つの視点を強く意識して、産業政策の戦略を組み立

てていく必要があると考える。 

  具体的な戦略については、次章で記述するが、企業誘致であれば、

従来とは異なり、「付加価値創出型施設（研究開発から量産試作など）

の誘致」によりフォーカスした取り組みが必要であろうし、県内企業

の海外展開などを促進していくのであれば、「顔の見える国内外のネッ

トワークの構築」が求められるであろうし、何よりも国内外からの「人

材の呼び込み」などの取組が求められるであろう。 

  そして、その戦略の実行は、産業界や市場メカニズムの力だけでは

容易に実現できるものではなく、行政や大学をはじめとした関係機関

が連携することによって実現していくものである。 

 

【参 考】 

◆付加価値率の抜本的向上 

・三重県では、産業構造の変化にいち早く対応した企業誘致策やＡＭ

ＩＣの設置など外部連携を通じて地域イノベーションを促進するた

めのスキーム構築といった先進的な地域産業政策を打ち出してきた

ものの、大企業製造業などの特定産業に偏った脆弱な産業構造を背

景とした低付加価値構造という大きな課題を積み残してしまった。

先進的な施策の成果刈り取りを急ぐことを含め、この問題を抜本的

に解決することが最も重要である。人口減少などを背景とした内需

成熟化の下では、付加価値率の向上を伴った付加価値額の維持・拡

大にチャレンジすべきである。 

・県内製造業の付加価値率向上のためには、大企業には研究開発や量

産試作などの付加価値創出型施設（マザー工場など）の誘致や設備

投資の拡大、部材・加工組立等の垂直統合化が望まれる。一方、中

小企業には、オンリーワン製品の開発、大企業に対するソリューシ

ョン提案の強化（例：大企業のハイテク工場に対するオペレーショ

ン・フルサポート・ビジネス（統合請負型ビジネス））、海外市場の

開拓などが望まれる。技術人材の育成、産学官連携の促進、海外展
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・雇用の維持・創出とともに、賃金の維持・向上も望まれる。労働分

配率の維持・向上によって、地域の消費拡大につなげ、全国に先駆

けてデフレからの脱却を図ることを目指すべきである。 
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（（（（２２２２））））戦略戦略戦略戦略でででで目指目指目指目指すすすす姿姿姿姿（（（（目標値等目標値等目標値等目標値等）））） 

  上記４つの視点を踏まえ、新たに産業政策を展開していくにあたり、

具体的な数値目標を持って、政策資源を重点的に投入し、戦略的、総

合的に取組を進めていくこととする。 

  これまでの課題（視点）整理を踏まえると、その評価軸は、「ものづ

くりを維持・強化」しつつ、「サービス産業の育成・強化」を図り、

企業が事業活動を通じて「付加価値額・率」を向上させ、「地域雇用」

を維持・創出していくというものであるべきであると考える。 

  その意味で、具体的な目標として、以下６つの目標値を設定する（４

年後の平成２７年度目標値） 

 

①ものづくり産業の付加価値を維持・強化(2.37 兆円：全国 13 位) 
    ※県産業（事業所）の約１割を占める「ものづくり産業」によって、県全体の付加価値

の約３割を創出（全国平均は２割弱）。ものづくり産業は三重県の強みであり、その強
みを維持していく。 

   →成長産業、新たな企業誘致戦略、海外展開の促進  

②ものづくり中小企業の付加価値率を向上（31.5％→35.2％） 
    ※ものづくり産業の付加価値額（規模）を維持していくことは重要。しかし、規模を創

出しにくい中小企業については、付加価値率を向上していく戦略をとることが重要。
三重県のものづくり中小企業の付加価値率は、31.5％（全国 42 位）。まず４年間で全
国平均（35.2％）を目指すこととする。 

   →中小企業の技術の高度化（技術開発の促進）、下請けを脱却した大

企業との技術連携（シンジケート等）、海外展開の促進 

③サービス産業（広義）の付加価値構成を向上（61.9％→64.7％） 
    ※ものづくり産業（製造業）とサービス産業（非製造業）を産業の両輪と捉えた戦略を

展開する。サービス産業の雇用効果を意識するとともに、ものづくり産業とサービス
産業を融合して高付加価値領域を創出。三重県の近年の伸び率は低いため、全国平均
の伸び率（年 0.7％）で構成比を向上させ、三重県全体の付加価値を微増させる。 

   →サービス産業の振興、観光のサービス化、中小企業の生産性向上

④労働力人口に占める就業者割合を向上（96.0％→97.5％） 
    ※上記ア）～イ）の目標に向けた取組で雇用を維持・創出。その流れに呼応し、雇用政

策を効果的に展開し、就業者割合を向上させる。現在、三重県の就業者割合は全国上
位であるので、全国トップレベルを目指す。 

   →求人求職のミスマッチ解消、産業界と連携した人材育成 
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第第第第７７７７章章章章    地域地域地域地域のののの成長戦略成長戦略成長戦略成長戦略    

        これまで、地域の現状を踏まえたうえで、今後取り組むための課題

（視点）を整理し、目指すべき姿（具体的な数値目標）を提示してき

た。ここから以下は、それらを踏まえ、今後、産業政策（課題解決）

を展開していくための成長戦略を示していくこととする。 

 

（（（（１１１１））））成長産業成長産業成長産業成長産業（（（（社会社会社会社会的的的的問題問題問題問題解決型産業解決型産業解決型産業解決型産業））））へのへのへのへの攻攻攻攻めのめのめのめの取組取組取組取組    

「高度部材」や「中小企業のものづくり基盤技術」という強みを活

かし、３つのバレー構想（クリスタル、シリコン、メディカル）を

推進していくことに加え、「クリーンエネルギー」や「医療・健康」

などの成長分野（社会的問題解決型分野）の取組を加速させていく。 

 その際、挑戦的な「新エネルギー」導入目標（県内最終エネルギ

ー消費量の１０％：2020 年度末）を踏まえ、「スマートライフ」の

促進に取り組むなかで、強力に産業振興を図っていく。 

また、「高度部材産業」という産業分類に無い産業を、三重発・三

重オリジンの産業として世界に発出し、更なる産業集積につなげる。 

 さらに、「高度部材」を基軸に「中小企業のものづくり基盤技術」

を強化し、強じんで多様な産業の集積へとつなげていく。 

【具体的な取組方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ●「クリーンエネルギーバレー構想」の策定・推進 

   ・県内企業による環境・エネルギー関連分野の新たな製品・サー

ビスへの事業展開を促進するための基盤整備を行い、環境・エ

「クリーンエネルギーバレー構想」の策定・推進 

「スマートライフ」の促進による産業振興 

「スマートアイランド構想（仮称）」の構築 

「ライフイノベーション総合特区」の創設 

「高度部材」産業の強化 

「高度部材イノベーションセンター」などを活用した中小企

業と大企業との連携の促進 

「次世代型産業コンビナート」の検討 
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ネルギー関連産業の産業集積につなげていく。 

その際、創エネ（効率よくつくる）、蓄エネ（効率よく大量に

ためる）、省エネ（うまく使う）の視点からの技術開発の促進や、

それらを総合的に組み合わせたモデル的な取組を促進していく。 

   ・国内外の企業や大学などをメンバーとした「クリーンエネルギ

ーバレー推進会議（仮称）」を設置し、取組を広く検討。 

   ・県内中小企業がいち早く環境・エネルギー関連分野へ参入して

いく仕組みとして、技術課題などを抽出する研究会の設置や、

新商品の開発を目指した新たなネットワークづくりを促進する。 

   ・研究開発の促進（産学官連携による研究開発プロジェクトの実

施）や、企業誘致（県内設備投資の促進）、新エネ・省エネ導入

（市場の形成）などの取組を連携させて構想の実現に取り組む。 

  ●「スマートライフ」の促進による産業振興 

   ・ライフスタイルや、企業の生産プロセスなどあらゆるシーンで

変革を促す取組を進め、環境負荷を減らしながら、地域住民が

豊かさを実感できるスマートライフを促進していくに際して、

「クリーンエネルギーバレー構想」での具体的な取組に加え、

「新エネルギー」導入を加速する取組を絡めて産業振興に取り

組んでいく。 
    ※県では、２０２０年度末までに、一般家庭で消費されるエネルギーの約４６万１千世帯分

に相当する量の新エネルギーを導入していくことを宣言しており（原油換算：約８５万６

千ｋｌ、2008 年度の県内最終エネルギー消費量：８３７ｋｌの約１０％に相当）、この目

標達成にむけて「新エネルギー」導入を産業振興の取組の観点から加速していく。 

   ・産業界を中心とした産学官で構成する「スマートライフ推進協

議会（仮称）」を設置。会員企業の専門家により部会（ワーキン

ググループ）を構成し、新たなビジネスモデルや社会モデルを

発掘していくための活動を展開していく。「地域ニーズ（社会的

問題解決）」、「社会基盤」、「規制・障壁」などの視点から検討を

開始していく予定。 

・「メガソーラー」、「風力発電」、「木質バイオマス」などの新エネ

ルギー施設を、地域特性を生かしつつ、研究開発要素や地域中
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小企業との連携などを絡ませながら誘致していく。 

   ・家庭や事業所における新エネルギー導入の促進においても、徹

底した顧客視点に立った技術開発や商品づくりにつなげていく

取組を推進する。 

   ・エネルギーの高度利用として、「省エネルギー」の取組を促進し

ていくにあたり、省エネ機器の開発はもとより生産性の向上、

場合によっては素材の軽量化などの取組を推進していく。 

  ●「スマートアイランド構想（仮称）」の構築 

   ・「クリーンエネルギーバレー構想」、「スマートライフ」両軸から

の取組として、離島や沿岸部をモデルとした「スマートアイラ

ンド構想（仮称）」を旗艦的プロジェクトとして構築していく。 

   ・我が国では、離島や沿岸部など小規模地域コミュニティでのス

マートグリッドの実証試験の検証が十分ではないため、災害に

強いエネルギーインフラを備えた離島や沿岸部などのスマー

ト・コミュニティの構築に産業政策を絡めて取り組む。 

   ・具体的には、太陽光発電などにより発電した電力を２次電池へ

の蓄電や電気自転車などに充電し、非常時にはこれらの電力を

照明や通信用電源として活用することや、軽油等の備蓄管理な

どの地域エネルギーマネージメントシステムを研究開発し、さ

らに、システムのメンテナンスなどの仕組みを検討し、海水に

よる塩害などの耐久試験など実証試験を通じて、災害に強いエ

ネルギーインフラ整備を目指す。 

   ・併せて、レジャー資源化（魅力ある観光資源の創出）や、スマ

ート漁港などに取り組み、「クリーンエネルギーのまち」として

のイメージを付加するなど、新たな観光地モデルを構築し、地

域の活性化へつなげていく。 

  ●「ライフイノベーション総合特区」の創設 

   ・画期的な医療機器や医薬品の開発に加え、どの地域よりも医療

機器の開発を行いやすい環境を整備するため、「みえライフイノ

ベーション総合特区」を創設する。 
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・県内医療系ネットワークを活用し、患者の医療情報（健診、治

療、投薬、診断画像、副作用、遺伝子情報等）を総合した「医

療情報データベース」を構築。 

   ・それを核に、共同研究や臨床研究を促進する「研究開発プラッ

トホーム」を三重大学に設置するとともに、県内各地域の特性

を生かした産業創出を支援する地域拠点を設置し、医療機器や

医薬品の開発を促進していく。その際、国内だけではなく、海

外の研究機関や企業との連携も模索していく。 

   ・医療機器の製造にかかる規制の特例措置を検討（総括製造販売

責任者設置の条件緩和や医療機器専門機関への申請手数料の減

免など）。 

  ●「高度部材」産業の強化 

   ・高度部材供給地域としての他地域（例えば、自動車や航空機の

加工組立地域）との連携 

・ 積極的な企業誘致、設備投資促進の取組 

・ 「高度部材イノベーションセンター」を活用した高度部材（素

材）研究開発プロジェクトの推進や、産業界と連携した人材の

育成を実施していく。 

  ●「高度部材イノベーションセンター」などを活用した中小企業と

大企業との連携の促進 

   ・モジュール化から「複雑系」へのビジネス転換（複雑なレシピ

で真似のできない商品づくりなど、自社のもつ「秘伝のタレ」

のビジネスへの活用）を想定し、大企業と技術力ある中小企業

との連携を促進。 

   ・その際、特色ある技術を持つ複数の中小企業の連携を促進し、

系列関係にない新しい連携を促進。 

  ●「次世代型産業コンビナート」の検討 

   ・環境・エネルギー・食糧問題などの社会的問題を根底から解決

（パラダイム転換）するプロジェクトを検討 

   ・例えば、植物由来の素材産業コンビナートなど。 
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 ◆塩害対策型ソーラーシステムの研究開発 

     海岸付近の重塩害地域（海岸から５００ｍ以内）などへの太陽光発電システムの設

置については、塩害による構造物の腐食や漏電などへの対策が必要であるため、設置

コスト上昇や設置不可能などの課題があり、今後一層の太陽光発電システムの普及に

向け対策を講じる必要がある。そのため、塩害に強い架台や配線技術などについて、

研究開発試作を行い、実証試験を通じて低コスト塩害対策技術の確立をし、三重県で

のモデル例を全国へ展開していく。 

  

◆住宅間直流電力融通技術の研究開発 
     家庭用太陽電池の普及に伴い、余剰電力の逆潮流量が増加することで、系統の電力

供給が不安定になる恐れがあるため、各戸の太陽電池の出力抑制機能が働き、電力が

有効に生かされなくなるという問題が将来発生する恐れがある。そこで、将来のスマ

ートコミュニティーの実現に向け、各戸の分散電源電力を一定個数の住宅間で直流融

通の制御を行うシステムを開発し、実証試験を実施する。これにより、逆潮流による

系統への負担を抑え、現状の系統インフラ環境下で再生可能エネルギーを有効に利用

する技術を三重県を舞台に確立する。 

  

 ◆防災用フィルム基盤型ソーラー発電蓄電システムの研究開発 

     悪天候などの低日射強度でも効率的に発電し蓄電ができるとともに、緊急時に最低

限の電力を供給できる長寿命・軽量・堅牢な低コストな中小独立型太陽光発電システ

ムが求められている。そのため、地震などによる落下物などの衝撃に強く断線も発生

しにくいフィルム基盤型太陽電池、小型防災拠点に適した Liイオン２次電池と、最適

な充放電マネージメントシステム（EMS）の研究開発を実施する。さらに、本システ

ムを用いて、平常時には観光用の簡易宿泊施設や休憩施設用の省エネ照明（LED、

OLED）や液晶 TV、電動自転車の充電ステーション用電源として使用し、被災時に

は避難拠点などにおける照明、通信機器、小型浄水装置へ電力を供給するなど、三重

県発の緊急時対応軽量電源システムを確立し、全国の防災拠点への展開していく。 

成長産業分科会メンバーと連携したプロジェクトが続々と創出 
～分科会プロジェクトチームの具体的な成果～ 
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（（（（２２２２））））戦略的戦略的戦略的戦略的なななな企業誘致企業誘致企業誘致企業誘致（（（（更更更更なるなるなるなる県内投資促進県内投資促進県内投資促進県内投資促進へのへのへのへの挑戦挑戦挑戦挑戦））））    

厳しい経済情勢の中でも県内投資を維持・拡大していくような新

しい仕組みを検討し、「高度部材」などの強みを活かして成長分野の

企業誘致に取り組むとともに、中小規模の県内投資も促進していく。 

また、次の景気上昇局面における工場立地拡大にも備え、「クリー

ンエネルギーバレー」など成長エンジンとなる新たなバレー構想と

連携した企業誘致を展開していく。 

その際、今後、企業が海外展開を進めていく中、海外事業で稼い

だ資金を国内へ還流させて、国内で「研究開発」やそれに伴う「量

産試作」を行う流れを捉え、「マザー工場」などの付加価値創出型施

設への設備投資の促進や、企業誘致に重心を移して取組を推進して

いく。 

さらに、これらの取組を進めるに当たり、地域や社会の貢献につ

ながる企業の県内投資を促進していく観点を新たに付加するととも

に、国内複数拠点の選択的閉鎖、工場機能の変化（現在地での変化）、

国内工場と海外工場との関係性（工場間の経済）などの状況変化に

スピード感を持ち適切に対応できる企業誘致戦略を展開する。 

なお、国内のみならず海外の自治体や研究機関との連携を進め、

国内外からの県内への設備投資も促進していく。 

【具体的な取組方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「クリーンエネルギーバレー構想」の策定・推進 

付加価値創出型施設（マザー工場等）の企業誘致の強化 

「マイレージ制」企業立地支援制度の創設 

金融機関や個人・団体などと連携した県内投資の促進 

「アジアの拠点化」を目指した外資系企業の積極的な誘致 

グローバルアクセス強化への取組 

県内産業集積の更なる強化と空洞化の防止 

地域資源の再発見などを通じた県南部への設備投資の促進 

多様な人材の育成を通じた設備投資の促進 



58 

  ●「クリーンエネルギーバレー構想」の策定・推進（再掲） 

   ・「クリーンエネルギーバレー構想」により、環境・エネルギー関

連産分野にかかる設備投資の促進や、企業誘致に取り組み、環

境・エネルギー関連産業の集積につなげていく。 

● 付加価値創出型施設（マザー工場等）の企業誘致の強化 

・ 「研究開発施設」や、研究開発から量産試作までを行う「マザ

ー工場」などを対象とした優遇策を創設し、高付加価値創造型

施設の企業誘致を強力に推進していく。 

・ 技術力をもつ県内中小企業や中小企業群とマザー工場の連携

を促進し、「量産試作」に必須である部品、素材、加工などを

担う県内中小企業（群）を育成していく。 

・ 三重県営業本部と連携し、住みよい三重を全国へ発信し、研究

者などが共感できる環境づくりにも挑戦していく。 

●「マイレージ制」企業立地支援制度の創設 

・ 障がい者雇用や環境配慮など投資要件以外の項目を加算項目

として立地支援サービスを提供。 

・ また、高付加価値創造型施設につながる「研究者」の雇用など

についても加算項目を検討。 

●金融機関や個人・団体などと連携した県内投資の促進 

   ・県内投資促進版の「ソーシャルファイナンス」などを検討 

  ●「アジアの拠点化」を目指した外資系企業の積極的な誘致 

   ・外資系企業誘致に向けた積極的な活動。 

   ・先進国地域などとの経済連携強化を通じた国外から県内への設

備投資の促進。 

  ●グローバルアクセス強化への取組 

・国や近隣県などと連携したインフラ整備（第２東名、中部国際

空港二本目滑走路）や広域連携（釜山トランシップなどを踏ま

えた北陸との連携）。 

  ●県内産業集積の更なる強化と空洞化の防止 

・機能強化などにかかる中小規模（中小企業など）の県内投資を
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促進し、県内産業集積の更なる強化や懸念される空洞化の防止

につなげていく。 

・遊休地の有効活用や、中小企業シンジケート活用の促進により、

既存工場の進化と地域定着化を図る。 

  ●地域資源の再発見などを通じた県南部への設備投資の促進 

・ 地域資源の再発見などを通じ、地域資源を活用した産業の振興

を図るなかで、県南部への設備投資を促進していく。 

・ その取組を進めるなかで、サービス産業の振興や集積にもつな

げていく。 

  ●多様な人材の育成を通じた設備投資の促進（再掲） 

   ・産業界・教育機関と連携した「研究人材」、「技術開発人材」、「技

能者」の育成 

   ・産業構造の変化に対応した労働力の移行（サービス産業などへ

の労働力移行） 

   ・潜在的な人々（若者・女性・高齢者）の労働市場への参入を促

進 

    

（（（（３３３３））））ものづくりものづくりものづくりものづくり戦略戦略戦略戦略（（（（メイドメイドメイドメイド・・・・インインインイン・・・・三重三重三重三重））））    

「ものづくり」は、三重県はもとより我が国の強み。この強みの軸

をしっかりと認識し、ものづくりで国内外の企業に勝つ戦略を展開

していく必要がある。 

三重県においては、ものづくりの付加価値額（規模）や企業集積

度は高いものの、付加価値率（利益率）が全国に比べて低い（４２

位）ことから、技術や人材などの付加価値率の向上につながる「も

のづくり力」を更にブラッシュアップしていく。 

 その際、高度部材イノベーションセンターの成果やネットワーク、

出前商談会などを活用して、大企業と県内中小企業の技術連携など

を促進するとともに、商工団体や金融機関など関係団体とタイアッ

プし、時代のニーズに対応した体制で県内中小企業の取組を支援し

ていく。 
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さらに、グローバルな視点に立った際、今後、ものづくり企業に

は、ものづくり基盤技術や生産技術での優位性を生かしながら、市

場や顧客が求める商品・サービスを開発していく取組（「マーケティ

ング」）が強く求められている。その意味で、ものづくり力をさらに

ブラッシュアップしていくことに加え、徹底した市場調査などから

顧客にあった商品を開発し、国内外の市場で勝っていく戦略が必要

である。そして、「ものづくり力」と「マーケティング」の連鎖によ

る商品を「メイド・イン・三重」として国内外へ発信していく。 

【具体的な取組方向】 

 

 

 

 

 

  ●国内外で戦い生き残っていくものづくり中小企業の育成 

   ・研究開発、マーケティング調査、試作から量産化に伴う設備投

資などをパッケージ化し、総合的な支援を実施。 

   ・中小企業の自発的な挑戦を促進。例えば、中小企業の強み・弱

みと経営資源を再認識する中で、自らが進むべき経営戦略を確

認。 

   ・研究開発では、新たな市場開拓につながる改良開発型・試作品

開発型などの取組を促進。 

   ・これらの活動を、産学官金と連携して支援。 

  ●「高度部材イノベーションセンター」などを活用した中小企業の

「ものづくり基盤技術」の強化 

   ・モジュール化から「複雑系」へのビジネス転換を想定し、大企

業と技術力ある中小企業との連携を促進。（再掲） 

   ・県内中小企業による大手企業などへの「出前商談会」などの取

組を行い、両者の連携を促進。 

国内外で戦い生き残っていくものづくり中小企業の育成 

「高度部材イノベーションセンター」などを活用した中小企業

の「ものづくり基盤技術」の強化 

「成長産業」への参入や、「海外展開」の取組を促進 

ステイタスの確保 
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●「成長産業」への参入や、「海外展開」の取組を促進 

   ・世界に通用する高い基盤技術力を維持・強化していく戦略と同

時並行で、中小企業の「成長産業」への参入や「海外展開」へ

の取組を促進していく。 

   ・その際、複数の中小企業がそれぞれ得意とする技術やネットワ

ークを持ち寄り連携して事業展開する取組も促進。（再掲） 

  ●ステイタスの確保 

・メイド・イン・三重の技術やサービスなどを顕彰し、三重の産

業の「見える化」を図る。    

    

（（（（４４４４））））サービスサービスサービスサービス戦略戦略戦略戦略    

「ものづくり産業」と、良質な雇用の受け皿である「サービス産業」

とは、経済成長をけん引していく際の「産業の両輪」となるべきも

のである。企業の生産性向上はもとより、消費者の需要を喚起する

新たな価値の提供、差別化・高付加価値化から導かれる価格競争か

らの脱却などの役割を担う「サービス」は、長期化するデフレから

脱却するドライバー（例えば、地域雇用の維持・創出→個人の収入

微増→消費活動などのサイクル）となり、地域経済の活力向上に向

けたシナリオを提示するものと認識したい。 

三重県がサービス産業に焦点を当てた取組を進めていくにあたり、

「おもてなし」による顧客・従業員満足度の向上や、業務プロセス

の改善による生産性の向上により、顧客の囲い込みなどによる事業

展開を促進していく。これらの取組を、特に「観光の産業化」とし

て積極的に取り組んでいくとともに、国（経済産業省など）とも連

携し、高齢化問題（ヘルスケア等）、少子化問題（家事代行等の生活

支援）、環境・エネルギー問題（スマートサービス）など社会的問題

解決市場を形成していく新しいサービス産業の創出にも挑戦してい

く。 
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【具体的な取組方向】 

    

    

    

    

    

 

●サービス産業の支援体制の強化 

 ・産業界（企業・産業団体）、行政、金融機関など関係機関により、

「みえサービス産業推進協議会（仮称）」を設置。関係機関それ

ぞれの強み、役割に応じて総合的な支援を実施。 

・ サービス関連企業への啓発・支援を連携して実施。 

・ 特に、サービス企業の「生産性向上」に向けた取組を促進。 

●サービス企業の企業価値の向上 

   ・「すごいやんか！三重」の発掘（再掲）[新たな評価基準] 

    三重県が有する「すごい！」観光資源、技術、商品、サービス、

取組などを掘り起こし、「すごいやんか！三重」として、積極的

に情報発信する。 

   ・無形財産（知的資産など）を基盤とした事業展開の促進 

サービス企業の主な経営資源である無形資産（知的資産など）

を活用し、金融機関などと連携して円滑な資金供給を行い、新

たな事業展開を促進する。 

●「おもてなし」による顧客志向型サービス産業の振興 

   ・業務プロセスの改善やＩＴ活用などによる生産性の向上や、現

場（フロント）作業のムダ取りにより、余力の創出を促進。 

   ・顧客や市場が求めるニーズを徹底して収集し、サービスの品質

改善につなげ、顧客満足度を向上させる。その際、ＩＴ活用に

より、バックヤードで顧客嗜好などを情報管理（データベース

化）し、よりきめの細かいサービス、ムラの少ないサービスを

顧客に提供していく取組を促進。 

サービス産業の支援体制の強化 

サービス企業の企業価値の向上 

「おもてなし」による顧客志向型サービス産業の振興 

ものづくりと融合したサービス産業の創出（新しいサービス産

業の創出） 

グローカルビジネスの振興 



63 

 ・このような取組により顧客との継続的な関係の構築を促進して

いく。 

●ものづくりと融合したサービス産業の創出（新しいサービス産業

の創出） 

 ・まちづくり（生活サービス）とエレクトロニクス産業の融合（ス

マートシティなど）などの取組を成長産業として促進。 

・産業分類にない三重発の新たなサービス産業の振興 

 （ものづくり産業を支える総合請負型産業：オペレーション・フ

ルサポート・ビジネスなど）。 

 ・地域の社会的問題の解決に向けた取組を促進するにあたり、も

のづくりとサービス産業が連携した取組を支援するファンドを

創設。 

  ●グローカルビジネスの振興 

・魅力（地域資源）の「棚卸と再発見」の場づくり 

全国のキーパーソンなどと連携し、歴史・文化・人的資源を再

評価（伝統産業を含め地域資源の強み・弱みの分析、再発見な

ど）を実施。 

   ・国内外でのローカル・トゥ・ローカルによる新たな連携を促進

していく。 

・サービス（商品等）の特徴を踏まえた効果的な流通（より効果

的な場所と方法でのＰＲや販売）と、見える化（商品等の物語

を映像化）を促進していく。 
    

（（（（５５５５））））観光観光観光観光のののの産業化戦略産業化戦略産業化戦略産業化戦略    

サービス産業のなかでも、とりわけ観光産業は、その経済波及効

果が、宿泊業や飲食業、運輸業といった分野だけでなく、製造業、

建設業、農林水産業など幅広い分野に波及する裾野の広い産業であ

る。その意味では、「観光」を基軸としたサービス産業の振興に取り

組み、地域経済をけん引していく産業の一つとして大きく育成して

いくことが大切である。 
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その際、三重のさまざまな魅力を予感・体感していただく仕組み

を構築し、三重のファンを増やしていく戦略を展開していく。 

さらに、作り上げていく商品やサービスに、その地域にしかない

「ものがたり性」を注入し、歴史までも含めてその地域を感じ、共

感へといざなう仕掛けづくりに挑戦し、質の高い誘客へとつなげて

いく。 

【具体的な取組方向】 

    

    

    

    

    

    

●観光関連企業等の一体的な取組の推進 

 ・レクリエーション施設、宿泊業や飲食業、運輸業といった分野

に加え、製造業、建設業、農林水産業などの産業界（企業・産

業団体）、行政、金融機関など関係機関が、それぞれの役割に応

じて顧客の求めるサービスを提供し、連携して誘客へと取り組

んでいく。 

・ 役割においては、一義的に観光客が顧客でない場合もあり、地

域内での連携も促進することにより、地域観光関連産業の振興

と地域雇用の維持・創出につなげていく。 

●観光と他分野産業の融合 

 ・観光にとって、「食」は重要な役割を占める。その意味で、観光

につながる食品関連産業の取組を促進していく。 

・ 病気やけがの治療に加え、「予防」のトレンドを捉え、医療産

業と連携した観光を展開していく。 

・ 各種スポーツ大会などの誘致や開催など、「スポーツ」振興の

取組に連動させた観光戦略を展開していく。 

・ものづくり（製造業）との融合については、生産性向上はもと

観光関連企業等の一体的な取組の推進 

観光と他分野産業の融合 

「コンシェルジュ」や「場所文化」を軸とした共感者づくり 

地域資源を活用した商品の開発 

「おもてなし」による顧客志向型サービス産業の振興 

グローカルビジネスの振興 
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より、ＩＣＴなどによる徹底した顧客満足度向上に向けた取組

を展開していく。 

  ●「コンシェルジュ」や「場所文化」を軸とした共感者づくり 

   ・首都圏営業拠点の設置（再掲） 

    三重県を「予感」・「体感」することで、誘客や県産品の販売拡

大につなげていくため、戦略的な情報発信と営業活動の展開を

実施していく。そのため、日本の情報発信の中心である首都圏

において、「観光」や「食」、「企業誘致」などを含めた総合的な

営業機能を持つ「首都圏営業拠点」を設置する。 

    その際、特定のターゲットゾーンを強く意識し、五感で三重県

を「予感」・「体感」できるような仕組みを導入していくなどし、

三重へ誘うための「コンシェルジュ」機能を付加していく。 

   ・「すごいやんか！三重」の発掘（再掲） 

    三重県が有する「すごい！」観光資源、技術、商品、サービス、

取組などを掘り起こし、「すごいやんか！三重」として、積極的

に情報発信する。 

   ・「三重の応援団（仮称）」の設置（再掲） 

    三重の魅力や価値を評価・共感いただく方々に、「三重の応援団

（仮称）」として情報発信に協力いただく。 

   ・「三重県経済人交流会（仮称）」の設立（再掲） 

    県内での在勤経験や、三重に愛着を持っていただいている現役

の産業界の方々とのネットワークを構築する。このようなネッ

トワークを活用し、新たなビジネスの展開はもとより、三重県

のパートナーとして、三重の魅力の情報発信など、官民での営

業活動を展開する。 

   ・「場所文化」によるローカルからの魅力発信 

    自然と共生している地域にある、その「場所」独自の生活様式、

伝統、風土などの「文化」（ことば、食文化、ものづくり、自然

等）、すなわち「場所文化」を地域の「価値」と捉え、地域や首

都圏から発信していく。 
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   ・観光キャンペーンの実施や、経済交流、友好交流などを活用し

た国内外からの誘客の実施。 

  ●地域資源を活用した商品の開発 

   ・「食」などの地域資源を活用した商品開発を進めていくにあたり、

地域の事業者のネットワーク化と全国のキーパーソンとの連携

の場づくりによる新商品開発やローカル・トゥ・ローカルの取

組による販路開拓などを促進していく。 

   ・クリエーターなどを活用し、消費者への新しい価値の提携を推

進していく。 

●「おもてなし」による顧客志向型サービス産業の振興（再掲） 

   ・業務プロセスの改善やＩＴ活用などによる生産性の向上や、現

場（フロント）作業のムダ取りにより、余力の創出を促進。 

   ・顧客や市場が求めるニーズを徹底して収集し、サービスの品質

改善につなげ、顧客満足度を向上させる。その際、ＩＴ活用に

より、バックヤードで顧客嗜好などを情報管理（データベース

化）し、よりきめの細かいサービス、ムラの少ないサービスを

顧客に提供していく取組を促進。 

 ・このような取組により顧客との継続的な関係の構築につなげて

いく。 

  ●グローカルビジネスの振興（再掲） 

・魅力（地域資源）の「棚卸と再発見」の場づくり 

全国のキーパーソンなどと連携し、歴史・文化・人的資源を再

評価（伝統産業を含め地域資源の強み・弱みの分析、再発見な

ど）を実施。 

   ・国内外でのローカル・トゥ・ローカルによる新たな連携を促進

していく。 

・サービス（商品等）の特徴を踏まえた効果的な流通（より効果

的な場所と方法でのＰＲや販売）と、見える化（商品等の物語

を映像化）を促進していく。 
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（（（（６６６６））））海外展開戦略海外展開戦略海外展開戦略海外展開戦略（（（（国際戦略国際戦略国際戦略国際戦略））））    

企業、ひいては地域経済、日本経済の持続的成長のためには、国

内市場が減少していく中で、海外市場を取り込んでいくことは重要

な戦略である。その際、各地域の市場を踏まえ、その地域の消費者

にあった商品・サービスの提供を行っていく必要がある。 

特に、アジアについては、アジア・ダイナミズムの中で、企業自

身が自分の立ち位置を認識し、ある意味、リスクを覚悟してでも、

拡大するアジア市場の獲得や、場合によっては先進地域と連携した

アジア市場への参入などを展開していくことが喫緊の取組として求

められる。 

その際、中小企業単独での展開に加え、優れた技術を持つ中小企

業の連携などで、海外のサプライチェーンへ参入していく戦略を展

開していくことも必要である。県内中小企業は、県外よりも海外展

開への取組が遅れていることから（5,000 社アンケート結果）、より

積極的な海外展開促進の取組を推進していく。 

これらの経済交流を進めていく中で、観光連携の取組も強化し、

海外誘客へとつなげていき、海外の共感者づくりにもつなげていく。 

【具体的な取組方向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ●海外展開拠点の創設（サポートデスク） 

   ・企業の海外展開のハードルを下げる仕組みとして、現地の情報

提供や、現地でのサポートなどを行う「三重県サポートデスク」

海外展開拠点の創設（サポートデスク） 

メイド・イン・三重ブランドの海外への売り込み（高付加価値化） 

海外展開向け金融支援制度の創設 

海外見本市などへの県内企業の参加を促進 

経済交流などの開拓や、既に経済交流などのある自治体・機関な

どを活用した県内企業の海外展開の促進 

海外の市場動向に応じたプロモーション及び誘客活動の展開 

外国人観光旅行者の受入体制の整備充実 

グローバルアクセス強化への取組 
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を創設する。まずは、早々にアジアへの設置を行う。 
     【参考】三重県サポートデスクを「中国（上海）」、「タイ（バンコク）」に設置予定 

       県内企業の海外展開のための「国内デスク」を県内に設置することに加え、「海外現地デ

スク」を中国（上海）及びタイ（バンコク）設置する予定。両デスクにより、国内での情報

提供セミナーや現地情報の提供に加え、現地専門家による情報収集、企業ミッション団のサ

ポート、海外見本市の出展等に関するサポート、現地案内などを行う予定。また、顔の見え

る現地ネットワークを構築していき、県内企業へとつないでいく予定。 

   ・海外経営戦略づくりの支援（経営判断の参考情報などを提供）

なども実施。 

   ・海外仕様商品等の認証取得などを県工業研究所などと連携して

支援。 

  ●メイド・イン・三重ブランドの海外への売り込み（高付加価値化） 

   ・研究開発、マーケティング調査、試作から量産化に伴う設備投

資などをパッケージ化して支援。（再掲） 

   ・海外ブランディングづくりへの取組を支援 

   ・留学生との出会いの場の提供、セミナーなどによる経営層の研

修の場の提供、従業員の海外研修制度の創設など、企業内部で

のグローバル人材の育成を支援していく。 

  ●海外展開向け金融支援制度の創設 

   ・県内中小企業の海外展開の検討・初期投資段階における資金供

給を実施。 

  ●海外見本市などへの県内企業の参加を促進。 

   ・県内中小企業と県の魅力の発信 

   ・三重県産商品をパッケージ化して営業を実施。 

   ・県内中小企業群（シンジケート）による参画。 

   ・三重県ゆかりのある専門家などをネットワーク化し、海外展示

会などで企業の取組を支援していく。 

  ●経済交流などの開拓や、既に経済交流などのある自治体・機関な

どを活用した県内企業の海外展開の促進 

   ～ 海外ネットワークの充実・拡大 ～ 

   ・新たな地域との経済交流や友好交流の開拓 

・海外連携の具体的なプロジェクトを実施し、海外研究機関や海
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外の産業クラスターなどとの連携を強化・拡大していく。例え

ば、ＥＵの地域開発プログラムなど国内に限らず相手国も含め

た支援スキームを検討していく。 

・経済交流のある先進国との技術連携によるアジア市場への展開

や、先進国市場（環境・エネルギー、自動車、航空機など）へ

の県内企業の参入を促進していく。 

・市民レベルの国際交流や海外との学生交換などを促進し、友好

交流を経済交流へと展開していく。 

   ・国際環境技術移転センター（ＩＣＥＴＴ）の研修生ネットワー

クを活用し、県内環境関連企業の海外展開を促進していくこと

を検討。 

   ・在日総領事館、県内操業の外資系企業などについても、積極的

な接触によりネットワークを充実・拡大していく。 

●海外の市場動向に応じたプロモーション及び誘客活動の展開（再

掲） 

   ・友好交流や経済交流などの取組を活用し、プロモーションの実

施、誘客活動を展開。 

   ・特に、訪県外客の大宗を占めるアジアなどへのプロモーション

を強化する。 

   ・また、国及び他府県との広域連携により、観光ＰＲに取り組み、

誘客を促進 

  ●外国人観光旅行者の受入体制の整備充実（再掲） 

   ・海外向け情報発信の実施（外国語） 

   ・県内主要観光地などでの多言語表記 

   ・外客受入研修会の実施 

●グローバルアクセス強化への取組（再掲） 

・国や近隣県などと連携したインフラ整備（第２東名、中部国際

空港二本目滑走路）や広域連携（釜山トランシップなどを踏ま

えた北陸との連携）。 
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（（（（７７７７））））振興振興振興振興戦略戦略戦略戦略プラットホームプラットホームプラットホームプラットホームのののの構築構築構築構築    

①①①①ネットワークネットワークネットワークネットワーク 

 戦略を推進していくためには、国内外から知恵と知識を呼び込み、

取組の主体となる人の交流が何よりも重要である。これまで取り

組んできた交流を維持することに加え、新たに国内外のネットワ

ークの構築に取り組む。 

 ●国内外から知恵と知識を呼び込むネットワークの構築 

  ・アドバイザリーボードの設置。 

  ・県と三重大学（地域戦略センター）の強固な連携によるネッ

トワークの拡大。 

（例えば、海外研究機関などのブランチ：サテライトオフィス

などの誘致）。 

●三重県営業本部によるネットワークづくり 

・首都圏及び関西圏において、三重県ゆかりの企業や三重県出

身の現役の経済人による交流会を開催するなど、三重県ゆか

りのネットワークを構築する。 

 

        ②②②②ひとづくりひとづくりひとづくりひとづくり（（（（雇用政策雇用政策雇用政策雇用政策とのとのとのとの連動連動連動連動）））） 

   「ものづくり」は「ひとづくり」、すなわち「産業政策」は「ひと

づくり」に強く深くつながっていくものでもある。その意味で、

行政が産業界と教育機関の「ハブ」となって、産業界への人材供

給や、産業技術人材の育成に取り組んでいくことが必要である。 

    また、産業構造の変化を踏まえ、「サービス産業」や「ものづく

り」に融合されるサービス分野など、重心を置いていく産業分野

への労働力の移行や、ひとづくりにも注力していくことが必要で

ある。 

    なお、その際、「若者」「女性」「高齢者」など潜在的な人々の労

働市場への参入を促進していくことが大切である。 
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   ●国内外から優秀な産業技術人材を取り込み、県内中小企業へ供

給。 

    ・大学キャリアセンター機能を学外にも展開し、より企業現場

に近い高度部材イノベーションセンター（ＡＭＩＣ）や中小

企業団体中央会などに設置。 

    ・県内の海外留学生、海外への日本留学生と中小企業のマッチ

ングによるグローバル人材の確保。 

    ・中小企業経営者との現場体験、人生体験の実施。 

    ・映像などを活用した県内中小企業の魅力発信。 

   ●産業界・教育機関と連携した「研究人材」、「技術開発人材」、「技

能者」の育成 

    ・研究開発プロジェクトなどを活用した研究人材の育成。 

    ・高度部材イノベーションセンター（ＡＭＩＣ）などを活用し

た高度部材等にかかる技術開発人材の育成、県工業研究所に

よる中小企業の技術開発人材の育成。 

    ・地域企業の研修施設などを活用した技能者の育成。 

   ●産業構造の変化に対応した労働力の移行（サービス産業などへ

の労働力移行） 

    ・求人と求職のミスマッチの解消 

    ・求人ニーズを踏まえた職業能力開発の実施。また、サービス

産業など重心を置いていく産業分野への就労を目指した職業

能力の開発に取り組む。 

● 潜在的な人々の労働市場への参入を促進 

・「若者」「女性」「高齢者」など潜在的な人々の多様な就労を推

進していく。 

●ハローワーク特区の創設 

・産業政策と雇用政策を連動していく際、ひとづくりや求人求

職双方のマッチングをより効果的に行っていくため、人や情

報を一ヵ所に集める「場」の一つとして、ハローワークを活

用していく。 
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・そのために、特区によりハローワークを県が中心となり運営

し、より地域の産業構造の変化などに応じた雇用政策を展開

していく。 

③③③③中小中小中小中小・・・・小規模小規模小規模小規模企業企業企業企業のののの振興方針振興方針振興方針振興方針 

中小・小規模企業は、企業

数（99.5％）・雇用（86.9％）

とも本県企業全体の大部

分を占め、地域経済やくら

しを支え、けん引している

重要な存在。特に、中小企

業は、地域社会と住民生活

に貢献し、伝統技能や文化

の継承に重要な機能を果

たし、特に小規模企業の多

くは家族的経営形態をと

り、地域社会の安定をもた

らしている。 

その意味で、「みえ産業振

興戦略」において、各戦略

に取り組むにあたっては、

常に中小・小規模企業を意

識して、連携の糸口を模索

し、これら中小・小規模企

業の持続的発展につなげ

ていくこととする。 

具体的には、次の５つの視点を持って、中小・小規模企業の振興

を図りつつ、各戦略に取り組んでいく。 

合計 87,476 100.0% 87,015 99.5%99.5%99.5%99.5% 161 0.2%

農業，林業 507 0.6% 501 0.6% 1 0.6%

漁業 96 0.1% 96 0.1% - -

鉱業，採石業，砂利採取業 79 0.1% 76 0.1% - -

建設業 9,552 10.9% 9,546 11.0% 1 0.6%

製造業 8,614 9.8% 8,520 9.8% 79 49.1%

電気・ガス・熱供給・水道業 166 0.2% 159 0.2% 1 0.6%

情報通信業 547 0.6% 543 0.6% 1 0.6%

運輸業，郵便業 2,154 2.5% 2135 2.5% 8 5.0%

卸売業，小売業 22,653 25.9% 22,530 25.9% 16 9.9%

金融業，保険業 1,455 1.7% 1,443 1.7% 4 2.5%

不動産業，物品賃貸業 4,279 4.9% 4,265 4.9% 1 0.6%
学術研究，専門・技術サービス業 2,858 3.3% 2,854 3.3% - -

宿泊業，飲食サービス業 10,480 12.0% 10,461 12.0% 5 3.1%

生活関連サービス業，娯楽業 7,603 8.7% 7,586 8.7% 4 2.5%

教育，学習支援業 3,678 4.2% 3,671 4.2% 2 1.2%

医療，福祉 5,115 5.8% 5,043 5.8% 31 19.3%

複合サービス事業 850 1.0% 849 1.0% - -
サービス業（他に分類されないもの） 6,790 7.8% 6,737 7.7% 7 4.3%

合計 300人未満 300人以上

（人）

全 産 業 870,782 100.0% 756,934 86.9%86.9%86.9%86.9% 113,848 13.1%

農業，林業 6,476 0.7% 6,062 0.8% 414 0.4%

漁業 1,207 0.1% 1,207 0.2% - -

鉱業，採石業，砂利採取業 717 0.1% 717 0.1% - -

建設業 59,030 6.8% 58,702 7.8% 328 0.3%

製造業 212,338 24.4% 139,660 18.5% 72,678 63.8%

電気・ガス・熱供給・水道業 4,349 0.5% 3,980 0.5% 369 0.3%

情報通信業 6,568 0.8% 6,191 0.8% 377 0.3%

運輸業，郵便業 51,377 5.9% 47,339 6.3% 4,038 3.5%

卸売業，小売業 167,600 19.2% 161,140 21.3% 6,460 5.7%

金融業，保険業 19,807 2.3% 17,994 2.4% 1,813 1.6%

不動産業，物品賃貸業 13,685 1.6% 13,281 1.8% 404 0.4%

学術研究，専門・技術サービス業 18,535 2.1% 18,535 2.4% - -

宿泊業，飲食サービス業 76,762 8.8% 74,597 9.9% 2,165 1.9%

生活関連サービス業，娯楽業 39,926 4.6% 37,125 4.9% 2,801 2.5%

教育，学習支援業 38,196 4.4% 36,513 4.8% 1,683 1.5%

医療，福祉 89,506 10.3% 73,062 9.7% 16,444 14.4%

複合サービス事業 7,796 0.9% 7,796 1.0% - -

サービス業（他に分類されないもの） 56,907 6.5% 53,033 7.0% 3,874 3.4%

300人未満 300人以上合計

【三重県内の従業者規模別事業所数】 

【三重県内の従業者規模別従業者数】 
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            ア）自発的な挑戦を促進（中小・小規模企業の持てる力の発揮） 

    ・挑戦を促進する機会と場づくりの提供（挑戦事例、自社の強

み再発見など） 

    ・多種多様な情報の提供 

    ・海外展開の促進 

    ・規制などの緩和 

   イ）外部連携の促進（連携による力の増幅） 

    ・中小企業群（シンジケート）構築の促進 

    ・各プロジェクトにおける大企業との連携促進 

    ・三重大学地域連携センターなどとの連携促進 

   ウ）資金や人材など経営資源確保の支援 

    ・資金、人材、県外・国外への販路開拓力（情報や機会の提供）

など、経営資源の確保を支援 

    ・特に、経営資源の確保が困難な小規模企業の支援を強化 

    ・ＩＴなどを活用した生産性の向上をしっかりと支援していく 

   エ）アクティブ・カンパニー（中小・小規模企業）の取組を支援 

・祭りや、まちおこしなどの地域とのつながりを強める中小・

小規模企業の取組を力強く支援 

・高齢化・過疎化、環境問題など地域が抱える社会的問題を解

決しようとする中小・小規模企業の取組を支援 

    ・熟練技能や伝統技能の継承を支援 

    ・地域の商工団体と連携した取組の強化・支援 

   オ）きめの細かい（痒いところに手が届く）支援の実施 

    ・職員の現場訪問による徹底した現場ニーズの把握 

    ・ニーズと取組のマッチング（施策などの深掘） 
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④④④④県研究所県研究所県研究所県研究所（（（（工業研究所工業研究所工業研究所工業研究所））））    

            ●企業の技術支援部隊として、国内外を含めあらゆる連携に参入。 

    ・産業界と大学、企業と企業のハブ機能の強化 

●町の技術医として、県内中小企業の技術的な取組を支援。 

●共同研究などを活用し、県内中小企業の技術開発人材を育成（再

掲）。 

    

（（（（８８８８））））そのそのそのその他他他他    

        ①①①①戦略戦略戦略戦略のののの更新更新更新更新・・・・改訂改訂改訂改訂（（（（ローリングローリングローリングローリング）））） 

今回策定する戦略は、成果物としての戦略内容のみならず、戦略

検討のプロセスから得られる県当局と産業界、高等教育機関など

の関係機関、そして特に検討会議委員とのコミュニケーション・

ツールとしての意義がある。 

●その時その時の雇用経済情勢を踏まえて、戦略を更新・改訂（ロ

ーリング）し、フォローアップしていく仕組みを導入。 

 ・県庁内に戦略のフォローアップを行う組織を創設。 

   ●その際、構築されたネットワークを活用し、関係を継続的に維

持していく。 

    ・例えば、定期的な戦略アドバイス委員会などの設置を検討。 

 

        ②②②②県組織県組織県組織県組織へのへのへのへの反映反映反映反映 

   この戦略は、これまで進めてきた三重県産業政策の整理とは異な

る。当然、戦略に合わせた政策推進部隊が求められるはずであり、

可能な限り、県組織へ反映し、実施していく。 

   ●産業政策、雇用政策、観光政策、国際戦略の融合（同一組織へ） 

   ●成長戦略、ものづくり、サービスの切り口で担当課を創設。 

   ●営業本部の設置 

    国内外をターゲットにした営業を展開し、三重県への共感者を

増加させ、三重へ誘い、三重との連携した取組につなげていく。 
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・首都圏営業拠点の設置 

    三重県を「予感」・「体感」することで、誘客や県産品の販売拡

大につなげていくため、戦略的な情報発信と営業活動の展開を

実施していく。そのため、日本の情報発信の中心である首都圏

において、「観光」や「食」、「企業誘致」などを含めた総合的な

営業機能を持つ「首都圏営業拠点」を設置する。 

    その際、特定のターゲットゾーンを強く意識し、五感で三重県

を「予感」・「体感」できるような仕組みを導入していくなどし、

三重へ誘うための「コンシェルジュ」機能を付加していく。 

   ・「すごいやんか！三重」の発掘 

    三重県が有する「すごい！」観光資源、技術、商品、サービス、

取組などを掘り起こし、「すごいやんか！三重」として、積極的

に情報発信する。 

   ・「三重の応援団（仮称）」の設置 

    三重の魅力や価値を評価・共感いただく方々に、「三重の応援団

（仮称）」として情報発信に協力いただく。 

   ・「三重県経済人交流会（仮称）」の設立 

    県内での在勤経験や、三重に愛着を持っていただいている現役

の産業界の方々とのネットワークを構築する。このようなネッ

トワークを活用し、新たなビジネスの展開はもとより、三重県

のパートナーとして、三重の魅力の情報発信など、官民での営

業活動を展開する。 





79 

第２条：「感動的」な価値を創り出せ 

・機能性だけでなく、「美しさ」を付加して顧客の感性に訴える（感

動を売る）オンリーワン製品を創る企業が世界市場で勝つ企業 

・「人まねはしない、何処にもできないこと」を追求し、「こんな商品

があったのか」と顧客が驚く新しい価値を持った製品を開発するこ

とが、研究開発型企業（研究員）の力の源 

 

第３条：ものづくりは「ひとづくり」 

・どんなに苦しい時期でも人材育成への投資を怠らない経営方針によ

り、世界に先駆けた技術開発を行える企業に成長できる 

・社長自ら行動し社員とのフラットな関係を構築し、同じ方向性を共

有することで、互いに切磋琢磨を続ける「社員が成長する」企業に 

・昼夜問わず可能な限り多くの人に出会い、「人の縁」を大切にする、

そして高卒社員に大学進学を推奨する姿勢こそ「ものづくりは『ひ

とづくり』」企業として勝ち残る企業 
 

第４条：「おもてなし」こそ我々の強み 

・ＩＴを利用した顧客管理のもと、顧客満足度の高いサービスを提供

し、最適時期に顧客とコンタクトをとることで受注率のアップにも

つなげている、「おもてなし」という日本人の「感性」が日本企業の

強みになる 
 

第５条：「特定少数市場」の深さを認識すべき 

・市場拡大路線をとらず、顧客（ターゲット）を特定少数に絞った、

商品価値を下げない経営方針が企業の存在感・存在価値を高め、永

年存続企業になる 
 

第６条：「自ら動け」、アクションからのみ事がはじまる 

・「悩むよりまず行動、とにかく行ってみる、聞いてみる、やってみ

る」こういう社長自らの行動が、幅広い分野への市場開拓、世界か

らの受注につながる中小企業ならではのモデル事例 
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第７条：「懐かしいモノ」で未来を描け 

・モノ、それは商品だけではない。日本のワザ、伝統、文化、思想ま

でをモノと捉え、それを軸に未来への取組を模索している経営者が

いる。 

・日本の食文化の伝統を守りながら、現代のライフスタイルにあった

商品開発が、国民への共感を呼び、世界にもつながる。 

・伝統工芸は高度な技術を維持・継承し、常に「本物」を提供しなけ

ればならない。しかしながら、伝統工芸であっても、新しい発想や

視点を積極的に取り入れる姿勢が伝統工芸の存続につながる、未来

につながる。    


